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技プロ

保健・衛生改善プ
ログラム

【開発課題への対応方針】
水産分野における人材育成や沿岸水産資源管理のみならず、持続可能な経済開発を目指すために、地域ブラン
ディングを通じて地域に根差した観光業を推進していくと共に、食料安全保障も意識しつつ、農業分野へも協力
の対象を拡大し、農業生産性の向上や農業・水産業の人材育成・フードバリューチェーン開発に資する協力を行
う。中長期的な計画として、域内の産業振興や中小企業・スタートアップ企業支援等を行っていく。

漁民と行政の共同による沿岸水産資源の保全管理強化プロジェクト

年度

支援額

（億円）
SDGs 備考2024 2025 2026 2027

カリブ地域総合防災アドバイザー

非感染性疾患（NCDs）の予防と管理

水の安全保障の実現に向けた浄水・水道技術

【現状と課題】
カリブ地域の主要産業である観光業は、自然災害の発生や感染症の流行等のリスクに脆弱であり、
また不十分な地域ブランディングのために、観光商品の高付加価値化も進んでいない。その他産業
も市場規模が小さく、競争力も低いため、産業振興や人材育成は喫緊の課題である。さらに、食料
安全保障、産業振興及び輸出促進の観点からは、食料自給率向上に資する農業・水産業分野への協
力も必要である。

気候変動対策プロ
グラム

年度 年度 年度

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間

年度
以前

年度

案件名

SDGsグローバルリーダー（2024～2026年度）

国別開発協力方針　別紙

対ドミニカ国　事業展開計画

基本方針
（大目標）

　　脆弱性の克服

重点分野１
（中目標）

強靭な社会の構築

【現状と課題】
小島嶼開発途上国であるドミニカ国では、ハリケーン等による洪水、地滑り等の被害が深刻であ
り、同国の主要産業である農業、観光業の成長にも影響を与えていることから、気候変動も含めた
自然災害に対する脆弱性の克服が重要課題である。廃棄物管理については、ドミニカ国政府は3R
（廃棄物の発生抑制（リデュース）、資源や製品の再使用（リユース）、再生利用（リサイク
ル））の推進に取り組んでいるが、近年は海洋プラスチックごみの増加という課題もある。また、
エネルギー源を輸入燃料に頼らざるを得ないことを背景に、再生可能エネルギーへの転換及び省エ
ネルギーの推進が求められているほか、非感染性疾患対策としての生活習慣病への対応も課題と
なっている。

【開発課題への対応方針】
長年協力を実施してきた防災及びエネルギー分野については、過去の協力で積み上げてきた成果の定着・改善を
通じ、より自然災害等に強靭な社会経済インフラの構築に貢献する。また、電力等のエネルギー源を輸入化石燃
料に依存している現状を背景に、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー推進につながる協力を進めていく。
保健医療及び教育分野においては、社会的弱者に対する政府による支援が行き渡っていない状況に鑑み、病院や
学校等のインフラ整備等のハード面のみならず、島嶼国が受ける様々な外的ショックの影響を緩和・吸収できる
ような人材育成や社会サービスを提供するソフト面の体制構築を行う。

開発課題１－１
（小目標）

強靭な社会基盤の
整備

2028 2029

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「基礎情報調査」（＝基礎情報収集・確認調査）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修、長期研
修）、「JOCV」（＝JICA海外協力隊）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型、SATREPS））「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・JICA以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、
「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「SDGs調査」（＝途上国の課題解決型ビジネス（SDGsビジネス）調査）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一般文化無償資金協
力）、「草の根文化」（＝草の根文化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本NGO」（＝日本NGO連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、「基
礎調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「基礎調査」）、「案件化調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「案件化調査」）、「普及・実証・ビジネス化事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「普及・実証・ビジネス化事業」、「ニーズ確認調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業

「ニーズ確認調査」）、「ビジネス化実証事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「ビジネス化実証事業」）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）　※この凡例にない略語を使用する場合は凡例に当概略語を記載したうえで使用する。

【SDGsゴールの説明】1「貧困」、2「飢餓」、3「保健」、4「教育」、5「ジェンダー」、6「水・衛生」、7「エネルギー」、8「経済成長と雇用」、9「インフラ、産業化、イノベーション」、10「不平等」、11「持続可能な都市」、12「持続可能な消費と生産」、13「気候変動」14「海洋資源」、15「陸上
資源」、16「平和」、17「実施手段」
【SDGsの詳細】https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf

協力プログラム名 スキーム
支援額

（億円）
SDGs 備考

重点分野２
（中目標）

持続可能な経済開発

開発課題２－１
（小目標）

産業振興と人材育
成

農業・水産業開発プ
ログラム

4.30 14

　重点分野３
（中目標）

小島嶼国特有の脆弱性

開発課題３－１
（小目標）

地域統合・地域
間協力の促進

【現状と課題】
CARICOMは地域の連合組織であることに加え、傘下には課題・分野別の専門機関を有していることが特徴
である一方、加盟国間の関係性やCARICOM傘下機関同士の連携は希薄であることが課題として挙げられ
る。協力効果の更なる発現やインパクトの拡大、持続性の観点から域内での知見の共有や相互協力を促進
することが必要であり、今後の協力においてはCARICOM加盟国及び傘下機関同士のネットワーキング・連携
強化に資する協力が求められる。また、他のSIDSとの連携・知見共有も不十分であるため、CARICOM諸国と
同程度の人口や経済規模、課題等を有する大洋州等のSIDSと連携することが望ましい。

【開発課題への対応方針】
CARICOM加盟国の連携の活性化や傘下機関同士のパートナーシップの強化を目指すために、CARICOM事務局や傘下機
関への専門家の派遣を実施する。また、派遣された専門家を通じて、大洋州を始めとするSIDSとの連携・知見共有に資す
る取り組みを実施する。

案件名 スキーム

国別研修 3

2028 2029

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

課題別研修他 11,12,13,14

実施期間

2024 2025 2026 2027

個別専門家 11,13

国別研修 6

市場志向型農業振興 国別研修 14

実施期間
支援額

（億円）
SDGs 備考2024 2025 2026 2027 2028 2029

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

カリコムアドバイザー 個別専門家 3,4


